























ヨーロ ッパ人権 条約機構の実効性 と信頼性の確立 については、多 くの論
者の認める ところ となってい る ω。だが、 この成功 によって ヨーロ ッパ人
権委員会へ の申立件 数が今後い っそ う急増す ることは、機構 自体が機能不
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全 に陥 り、か えって これ までの機構 の実効性 と信 頼性 を損 な う危険性 があ
る(21。すで に機構改革 につ いては従来 か ら議論 され、幾つかの改革 も行 わ
れて きた。
そ して、1994年5月、 ヨー ロ ッパ 人権裁判所 とヨー ロッパ人権委員会 を
統合 し、常設の人権裁 判所 を実現 す るとい う内容 の第11議定書が ヨーロ ッ
パ人権 条約全締約 国 によって署名 されるにいた った。予想外 に短期 間で、
根本 的な大改革が実現す る にいたった要因は何 であろ うか。 また、 この第
11議定書の発効 に よって どの ような問題が解決 されるのか、あるいは解決
されないのか、 また新 たに生 じる問題 はないのか。第11議定 書の実現 は条
約機構 の性質、条約の予定す る人権保 障システムに変化 を もた らす ものか。
すで に幾つかの批 判 も聞 こえて くるだけ にこれ らの点 について検 討 してお
く必要があ る。 さらに、国 内法 とりわけ憲法の観点か ら、 この常 設の人権
裁判所の出現 は国内法制度 に どの ような影響 を与 えるのか、 これ も興味深
い点であ る(3)。
現在 、 ヨーロ ッパ人権条約機構 は、国際 人権保障機構 の中で も、高 い実
効性 と信頼性 を獲得 している国際 人権保障 システムで ある。 ここで ヨーロ
ッパの人権保障 システムEuropeanSystemforProtectingHumanRights
と言 う際 には、現 在、=二つの視点か ら見 る ことがで きる・第一 に・地域 的
人権保 障機構 の一つ と しての ヨーロ ッパ人権条約である。地域 的人権保 障
機構 には、その他 に も米州 人権条約、 アフリカ人権憲 章(バ ンジュール憲
章)な どがあ る。第二 に、 フラ ンスの 人権保障 システムや、 イギ リスの人
権保障 システム、 ドイツの 人権保障 システムで はな く、 あるい はそれ と並
んで ヨー ロ ッパの 人権保 障 システム としての条約 であ る。EUの 成立 ・発
展 と合 わせて考える と、 ヨーロ ッパ とい うレベ ルで人権 を保障する とい う、
保障 システムの新 しい可能性 が検討 されなければな らない。す なわ ち国内
システム と国際 システムが それぞれ存在 し、国内の問題 が国内で解決 され
ない と、国際機構 に進み 、そ こで出た結果(例 えば、 ヨー ロッパ人権 裁判
所 判決)を 直接 ・間接 の原動 力 と して国内で再度問題 の解決が試み られ る
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(場合 に よって は無視 され る)と い うのが現段 階の保障の最高 レベルであ
る。 だが 、仮 に、イギ リスの憲法や フラ ンスの人権宣言 とい うの と同 じよ
うに、 ヨーロ ッパ の憲法EuropeanConstitutionない しヨーロ ッパの人権
章典EuropeanBillofRightsとい う発想が よ り受 け入れ られる ようになれ
ば 、 しか も制度 的に もヨーロ ッパ の 「人権裁判所 」(ヨーロ ッパ 人権条約
に限定 され ない)が 設立 され るな らば、国際機構 と国内機構の関係は質的
に変化 して くると考 え られる。 第11議定書が企図する常設の国際人権裁判
所の設立は、内容 と運用の仕方 によっては、 これ までの関係 に変化 をもた
らす大 きな契機 となる可能性が ある。そ こで、第11議定書は何 を目的 とし
て起草 ・制定 され たのか を、制定の経緯 を通 じて検討する。 さらに実際 に
実 現 した第11議定書 か らは、 どの よ うな機能 ・役割 を期待 しうるものか、





第11議定 書の内容 を一言で言 えば、従 来、 ヨーロ ッパ人権裁判所、 ヨー
ロ ッパ人権委 員会、閣僚委員 会で構成 されていた監視 システムが 、常設の
ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 とい う単一の常設司法機関 に任 され ることになる。
ヨー ロッパ人権裁判所が常 設になる とい.うことは、従来の運営 システムに
根 本的な改革 を迫る ことになる。以下、具体的 に、 どの ように改革 された
の か、当該改革 が今 後の条約機構の運営 にどの ような影響 を及ぼす ことに
なるのか、改革 は国内機構(特 に国内裁判所)に 対 しては どの ような影響
を及ぼす こ とになるのか検討 してい く。 まずその前提 と して、今回の よう
な改革 はなぜ 、 どの ような形 で生 まれて きたのか、改革の背景や改革の経
緯 について検 討 してお く。
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(1)機構改革の必要性
ヨーロ ッパ 人権条約 の実績 は、他の国際人権 条約 の中で も並外れている
と評価で きる。 それは、締約 国の増加 、委員会へ の申立件数、裁判所へ の
付託件数の増加 とい う統計 的指標か らだけで もあ きらかであ る。 また、 ヨ
ーロ ッパ人権条約独 自の判例法の確立 に も、同機構の実効性 が証明で きる。
締約国 との微妙かつ巧妙 な協 調関係 を維持 しなが ら(4)、起草当時 の政治的
性格 を弱 め、司法的性 格 を確 立 してい くこ とによって、 さらに信頼性 と長
期的 な実効性 を維持す る基盤 を確立 して きた と言える。
委員会お よび裁判所の判例法 が、締約 国の法 お よび社 会的現実 に及ぼす
影響 は増大す る一方であ る。条約違反判決 ない しは友好 的解決 の結果 とし
て、各国 は国内法 や行政慣 行の変更 をたびたび行 って きている(5'。さらに、
締約 国の国内裁判所 は、 ス トラスブールの判例法 にます ます 目を向 けるよ
うになっている。 しか も、最近、加盟 した締 約国 について言 えば、批准の
前 に、法改正や行政慣行の変更を行 っている。 た とえば、ハ ンガリーで は、
批准前 に、18ケ月かけて条約 との整合性 を実現す るよ う新 しい法律(た と
えば刑 事手続 の改正 、プライバ シー保護 のためにデー タ保護立法)を 導入
した。
よって 、「ヨー ロッパ人権条約 システムの成功 の要 は究極 的 には国内裁
判所 とス トラス ブールの機構 との間に何 らかの協力が存在す るか どうかで
ある。締約 国の最高裁判所 の判例 法には、ス トラスブー ルの裁 判所 で採用
され た条約解釈 に従お うとす る傾向が ある(6」(ヨー・一・ロ ッパ人権裁判所所
長RolvRysdda1)とい う評価がで きる。
この よ うに高い評価 を受 け なが らも、機構改革 を必要 とす るに至 った
(しか もその改革 が緊急 に検討 され た)理 由の第一 は、 まさにその高 い評
価の現れであ る申立件数の急増お よび申立 の内容の複雑化 であるm。 ヨー
ロ ッパ人権委 員会への 申立件数 は1981年には404件であ ったのが、1993年
には2037件に膨 れ上が っている上 に、今後 もより増加するこ とが予測 で き
る。 まず条約 が個 人の間で より知 られる ようになって きた こと、そ して締
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約国が さらに増加 する可能性 があるか らであ る。1994年1月の委員会の会
期が終了 した時 点で、2672件が係 属中で、 しか もその うち1487件は委 員
会が まだ見て もいない。一つの事件が裁判所 または閣僚委 員会に よって最
終的 に決定 されるまで平均5年かかってい る。
さらに委員会へ の申立件数の増加は、当然裁判所へ付託 される事件数の
増 加 も伴 ってい る。1988年まで は、1年に裁判所 に付託 される事件数は25
件 を越 えるこ とはなかったが、1989年には31件、1990年には61件、1993
年には93件、1992年には50件、1993年には52件とい う状 況である。 そ し
て第9議定書(ヨ ーロ ッパ人権裁判所へ の個 人の提 訴権の承認)の 発効 の
影響か らこの件 数は増加する可能性が ある。
第二 に、 ヨーロ ッパ審議 会 メンバーそ して ヨー ロッパ人権条約締約国の
地理的拡大 である 〔S)。この ことは委員お よび裁判官の数 も増加す ることを
意味 してい る。1953年に10前後の締約国で始 まった条約の監督 システム
が、近 い将来予想 され る35ない し40の締約国(1994年現在 で32力国)を
相 手に効率的に機能す るこ とは不可能で ある。新たな締約 国は、東側陣営
に属 してい る中央お よび東 ヨー ロ ッパ諸 国が 中心であ る点 も特徴 の一つで
ある。機構改革 自体は1980年代初頭(後 述(2)参照)よ り議論 されて きたが、
この よ うな最近の 申立件数の急増 と締約 国の急増が、改革 を緊急 課題 にす
る こととなった。 この点 は閣僚委員会、協議総会が と もに強 く認識 してい
る(9'。
しか も、事件数の増加 は仕事量の増加 を意味す る。委員会は最近年 に平
均12週間仕事 を行 っている。委員 は非常勤であ ることを考 えれば、これは
受 忍で きる最大限 とい うことが言 える。裁判所 について も同 じで、1986年
には89日、1987年には79日、仕事 してい る(こ れは1980年の倍 に相当す
る)⑱。
第3に、従来 より議論 されて きた条約機構上の問題であ る{ll)。現在 の ヨ
ーロ ッパ 人権委員会 とヨー ロ ッパ人権裁判所 による2段階制 の システムは、
相当、 手続的 に重複 している。 と りわけ本案の審査 に関 しては著 しい。 書
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式 に よる弁論が二 回、審理が 二回、問題分析 が二回 とい った具 合であ る。
機関の統合 によってこの手続の重複 を解消す ることがで きる上 に、委員会
か ら裁判所へ の付 託 に要す る時 間を節 約で きる。 よって18ケ月分か ら2年
間分位 は短縮 で きる と考 えられている。
もう一つ、機構の構造的問題 として、起 草時の政治的妥協 の産物 である
変則的 な構造 の解 消 もたびた び議論 の的 となって きた(12)。そ して司法機
構 と しての実績 と信 頼 を確保す るに至 った現 時点では、 この変則性 を認め
てお く理 由 も必 要 もな くなった と言われてい る。 これは閣僚委 員会の位 置
付 けに も係 わる問題であ る。
最後 に、 ヨー ロ ッパ人権条約 を取 り巻 く歴 史的 ・政治的条件 の変化 とし
ては、第一 に東西冷 戦構造の解消 は重要 な意味 を有す る。 しか も当初の圧
倒的 な熱狂 と幸福感 の後に、様 々な複雑かつ 困難な現実的問題が生 じ、場
合 に よっては大規模 な人権侵害状況 を出現 させ ている。そ こで今後、新 た
な締約 国が ヨーロ ッパ 人権条約 に参加す る前 に、可能 なか ぎ り迅速 に、独
立 した司法機関 と して ヨー ロッパ 人権条約の監督 システ ムを統合 ・強化 し
てお く必要があ る{13}と考 え られてい る。 さらに、政治的統合 にEUが向か
ってお り、 人権保護 の法的 ・政治的重 要性 がEUで ます ます意識 される よ
うになって きた(14}ことも関連性 がある{15)。
第11議定書は、非常 に短期 間(約10ケ月)で 用意 されてい るが、 このよ
うな重要 な国際文書が これほど短期間で合意 に達す ることは、驚 くべ きこ
とだ と評価 されている。それは、こ うした様 々な要因が あるか らである。
(2)機構 改 革 の 歴 史 的背 景
① 条 約 起 草 当 時
個 人 が利 用 で きる 裁 判所 に よっ て実 施 され る ヨー ロ ッパ 人権 条約 とい う
発 想 の起 源 は、 ヨー ロ ッパ 会議theCongressofEuropeにさか の ぼ る こ と
が で きる。 この 会 議 は、 ヨー ロ ッパ 統 合 運 動 国際 委 員 会theInternational
CommitteeofMovementsforEuropeanUnityによ って招 集 され 、1948
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年5月8日か ら10日にかけてハーグで開催 された。最後 の全体会議で採用 し
た 「ヨー ロ ッパ人へ の メッセー ジ」MessagetoEuropeansでは以下の こ
とを宣言 した。
「2.我々 は思想 、集会、表現 の 自由、そ して政治的反対派 を形成する権利
を保障す る人権憲章 を切望す る。
3.前述 の憲 章 を実施す るための、適 当な制裁 を備 えた司法裁判所 を切望
す る。⑱」
同時に、市民が、人権憲章違反 に関 して司法裁判所 に救済 を求め ること
がで きる ようにすべ きだ と考 えていた。
この 人権憲章 と司法裁 判所 とい う考 えは、1949年7月12日に、閣僚委 員
会へ提 出 され たヨーロ ッパ 人権 条約 の草 案 として結実 した。 この草案 は、
裁判所 だけで な く、委 員会に関す る規定 も備 えてお り、当事 者はまず委 員
会 に申立 を提 出す るこ とになっていた。 この機関 は、個 人か らの 申立で 、
国内的救済 を尽 くしていない場合 に調査 な しにこれ を拒絶す る権限 を有 し
てお り、さ らに個人が裁 判所 に提訴す る場合 には委 員会の承認 が必要であ
るこ とにな っていた。
裁判所 に加 えて人権 委員会 を提案 したの は、裁判所 に膨大 な量の訴訟 が
流 れ込 んで きて、裁判 所の機能が政治的 手段 に利用 されて しまうとい う批
判 に対抗す るためであ った。協議総会 な らびに閣僚委員会 が条約 を起草 す
るために設 立 した各専門機関 における議論で は、 こ うした懸念が非常 に多
か った。 ヨー ロッパ人権委員会の設 立 自体 は、条約の起草過程 においては
それ ほ ど論争 的 な問題 ではなか った ⑰ 。 む しろ裁判所 の設立 の方が 問題
で、締約 国は この ような裁判所 を真に必要 とは していない とい う反対 がか
な り存在 した。条約46条お よび48条は、 こうした立場 と裁判所 を必要 とす
る立場 の間の妥協であ る。個人 による委員 会への 申立 を認 めるべ きか に関
する論争 で も同 じような妥協が はか られた(現25条、なお現行 の ヨーロ ッ
パ人権条約 を指す場合 には現○条、第11議定書発効後の同条約 を指す場合
には新○条 とす る)。
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その結果 生 じたのが、 ヨー ロッパ 人権条約 に見 られる三部構 成で ある。
すなわち、委員会が 申立の受理可能性 を判 断 し、事実 を確立 し、友好的解
決 を奨励 し、必要 な らば当該 申立の内容は条約違反 か どうかに関 して委員
会の見解 を述べ る。一方、裁判所 は、委員会 または関係 当事国 によって付
託 された事件 につい て最終的かつ拘 束力ある裁決 を下す。他方、閣僚 委員
会は、裁判所 に付 託 しえないか、あ るいは何 らかの理由で付託 され ない事
件 について最終的かつ拘 束力あ る裁決 を下す とい うようになってい る。 ま
た、個 人が裁判所 に直接 事件 を付託す ることは適切で はない と考え られて
もいた{・8'。
② 委員会 と裁判所の 「統 合」 とい う考 え方の起 源
委員 会 と裁判所 を統合 し、単一の裁判所 を創設す るとい う考 え方が最初
に提起 されたのは、1982年2月に開かれた、 ヨーロ ッパ 人権条約 にお ける
手続 の改革 に関す る専門 家委員会(theCommitteeofExpertsforthe
improvernentoftheprocedureundertheEuropeanConventionon
HumanRights,DH-PRf20}、後述す るCDDHの下部機 関)の 第8会議 にお
いてであ るt19}。以 後、これ は、DH・PRの長期的改革事項 の一つ とな った。
統合の可能性 につ いて、政 治的 な場 で言 及 され たの は、1985年3月にウ
ィー ンで開 かれた人権 に関す るヨー ロ ッパ閣僚 会議が最初 であ る 細 。統
合の可能性 が、ス イス代表が提 出 した 「ヨーロ ッパ 人権 条約機構 の機能」
に関する報告書の 中で言及 され、他 の参加国の賛否 が表明 された。続 いて、
閣僚代 表は、CDDH(人権 に関す る運営委 員会 、SteeringCommitteefor
HumanRights)に対 して、 ヨーロ ッパ人権条約 の監督 システムの改善可
能性 の検 討 を第1課 題 と して指 示 した。 それ か ら数 ヵ月後 、DH-PRは、
1985年12月16-20日にかけて行 われ た第17回会議 で統合 に関する検討 を、
熱心 に始めた。 閣僚会議 は、 当時、他 の場で も統合 に関す る討論 を促進 し
た。 た とえば、セ ヴ ィリアで1985年11月に開催 された ヨー[1ッパ 人権 条
約 に関す る第6回国際会議 で もこの問題 が議 論 され た。 さらに、1986年3
月、Neuchatel大学で開催 された会議 の議題 ともなった(22)。さらに、1986
41
年6月には、協議総会 の メンバ ーで構成 され る団体 が、委員会 と裁判所 の
統合 を勧告す る動議 を提 出 した 囲。
この時点 での各機関の立場 と して(2`}、まずDH-PR内部 では意見が分 か
れていた。 ヨーロ ッパ人権委 員会は、改 革支持 を表明 していた。1983年頃、
第8議定書 の草案 に関す るメモラ ンダムの中で、「委 員会の見解 と しては、
条約機構 の構 造改革 は、長期 的には二つの機関 を統 合 し、 申立 人が直接 、
アクセスで きる単 一の ヨー ロ ッパ裁判所 に至 るべ きであ る」 と してい る。
さらに閣僚 人権会議の場や第9議定書 の草案時 にも統合支持 を明確 に した
(後に、二審制案 を支持)。ヨーロッパ 人権裁判所 は、 もう少 し慎重であった
が、「統合」 は詳細 な研究 と検討 に値す ることは少な くとも認めていた ㈱。
この よ うな事態 において、DH-PRは、CDDHの指示の下に、1985年12
月か ら1987年12月にかけて、「統 合」 について検討 し、CDDHに対 して報
告書 を用意 した く26}。そ して、1989年1月、閣僚委員会は、CDDHの要請 に
応 じて、 この報告 書の秘密扱 いを解除 し、関係者 の間で 「統 合」 について
検討 で きる ように した。CDDHお よびDH-PR内部 において も、依然 と し
て改革の是 非につ いては見解が分 かれていた。だが、CDDH自体 は、改革
の検討 を継続 してい くことでは 同意が存在 し、DH'PRに、単 一の裁判所
制度 について よ り詳細 な構造 を起草 し、その実施 方法 を検討 し、かつ時期
を選んで財 政的問題 について も調査す る よう指示 した。1990年4月の第28
会議でCDDHは 、 このDH-PRの起草 した単 一の裁判所 制度 の構造 を検討
した ⑳。
この頃 、 この行 き詰 まった状 況 を打 開 しようと、1990年10月にオラ ン
ダ とス ウェーデ ン両国か らほぼ同時 に、類似の提案 がな された{28)。両 者
の発想 の中心 にあるのは 、条約31条に基づ く委員 会の意見を、個人の申立
に関す る限 り、法的拘 束力あ る決定 にする というものであ る。これは二審
制の裁 判制度 を確立す る ことになる。委員会は第一一審裁判所 として機 能 し、
委 員会の決 定に不服が ある個 人または国家は裁判所 に対 して上訴する権利
がある。 ただ しこの上訴 は裁判所 の許可 に服す る。 この提 案は、現在 では
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第9議定書がすで に一部実現 してい るが 、個 人 と国家 とを同 じ立場 に置 く
ものであ る。国家間の事件 につい ては既存 の制 度 を変更 しない。 さ らに、
閣僚委 員会が現在32条に基づ いて個人の 申立に関 して果 た してい る役割 を
廃止す る。この提案 は、DH-PRが詳細 に検討 し、CDDHに1992年3月に提
出 した報 告書 の中に入 っている。CDDHお よびDH-PRの多数派 は この提
案に賛成 してい たが、 コンセ ンサ スを得る までには至 らなかった ⑳。
この段 階では どの見解 が多数 を占めて いる とも言 えず言わば暗礁 に乗 り
上げて しまった。 そこで1992年10月、CDDHは 閣僚 委員会 に別 の提案 を
行 い、改革に関するCDDHの今後の作 業の指示 を求めた(1993年5月28日、
閣僚委員会は、後述するように、CDDHに特別 な委託 を行 う決定 を採 用 し
た)。他方、1993年10月2日、協議総 会は第1194勧告 を採択 し、 閣僚委 員
会 に条約の監督機構 のために必 要 な手段 をた だち に取 る ように勧 告 した。
そ して その際 に、単一の常設 の裁判所 を、現行 の委 員会 と裁判所 の代 わ り
に設置す る提案 を支持 した。 この段 階で この提案 を支持 する多数派が形成
され始めた と言え よう 鋤 。
(3)第11議定■ の起草過程一機構改革の経緯一
1991年11月、 ヨー ロッパ審議 会の閣僚 委員会 第89会議 におい て、外 務
大臣 レベルの会合 を開 き、条約の監督 機構 の改 革に関する作業 のス ピー ド
を早める ことを第一課題 とした。1年後 、1992年11月、閣僚委員会第91会
議 は、 この緊急性 を要す る問題の重要性 を再確認 し、 この点 に関す る協議
総会の第1194勧告 「ヨー ロ ッパ人権 条約の監督機構 の改革{31)」に も言及
した。そ して同機構の重要事項の中で も迅速 な解決 を模索 しなければな ら
ない問題であ る とい う点で同意 した。続 いて、「舞 台裏での」 集中的な交
渉が6ケ月に渡 って行 われ、1993年5月に 「ス トックホ ルムの 妥協」 と呼
ばれ る事態の打開が実現 した。 ここで、単一 の裁判所 とい う提案 に反対 し
ていた締約国 も、 この提案 を受 け入れ るに至 った。
1993年5月28日、閣僚委 員会は、前述 したよ うに、CDDHに 条約 を修正
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する議定書の草案の作成 を委託 し、1993年9月までに この作業 を完了す る
ことを指示 した。そ して1993年6月、CDDHは、DH-PRに、第一課題 とし
て、議定書 の草案の準備 を命 じた。 この草案 は、1993年10月8日お よび9
日にウ ィー ンで開催 され た、 ヨー ロッパ 審議会 の国家元首お よび政府代表
サ ミッ ト(初 めて開かれ た)に 提 出 された。
しか しなが ら、幾つ かの政府 は第11議定書の文面 にまだ難色 を示 してい
た ところか ら、最終版 を提示す ることはで きなかった。そ こで各国の国家
元首 お よび政府代表 は、 この会議 において、機構改革の 緊急性 を強調 し、
第11議定書が1994年5月の閣僚会議 で署 名を得 られる ように、最終版 の完
成 を求める こととなったc32)。DH-PRが準備 し、CDDHが完成 した草案は、
ヨー ロ ッパ人権裁判所 、 ヨーロ ッパ人権委 員会そ して協議総会の検討 を経
て(33'、閣僚 委 員会 に提 出 され、1994年4月20日に 開かれ た閣僚代 表第
511-2会議で採用 された。そ して1994年5月11日、第94回外務大臣会議の
際 に、署名が得 られた 〔誕)。
協議 総会は この草案 を大筋 において支持 したが、幾つかの提案 を行 った。
その 中よ り第11議定書 に盛 り込 まれるに至 ったのは、個 人の申立人にわか
りやす い ように、議定書 は法律の素人 に も容易に理解 で きる文面 とす るべ
きで ある、よって条文 をよ り論理的 に配置 し、各条文 に見出 しを付 け、条
文 によっては書 き替 えが必要である とい う提 案(35}である。
緊急 な改 革を可能 に した理 由 として、すで に起 草時か らこの問題が存 在
していたことが指摘 で きる。 そ して1980年代初頭 よ り、具体的 な検討がな
され て きた ことが重 要である。
しか し、制度 の基本的骨格 については なか なか 同意 に到達 しなか った。
そ こで、次 に、代表的案 の検討 を通 して、各案の相違点、現状お よび将来
像 に対す る基本的認識 の違 いを明 らかにす る。
44
2機 構改革の争点
事件数の増加 と締約国数の増加 を受 けて、現行制度 の変 革が必要であ る
とい う認識 には到達 したが、ではどの ような手段 をとるべ きかにつ いては、
意見 が分 かれ たこ とは前述 した通 りである。 大 き く分 けれ ば、以下 の3つ
に分け ることが で きる。
(A)現行 の委 員会 と裁判所 を統 合す る単一の常 設裁判所(第11議定書で
採用)
(B)二審 制(現 行 の委 員会 を第 一審 に し、現 行 の裁判 所 を上訴審 とす
る)
(C)現行手続の 手直 し(規 則 レベ ル)を 行 うが、制度 の枠組 自体 は現状
維持
た だ し、(c)による改革は限界があ り、現在生 じてい る問題 を解決す るた
め には、 よ り積極的 な制度改革が必 要であるとい う点では同意があ るので、
(A)か(B)かが実際には問題 になる。
実際の第11議定書 では(A)が採用 された ことか ら、(A)が今回の改革の 目
的 を達成 する ものか どうか という観点 か ら検討 し、同時 に(B)と比 較する。
(B)は、オ ランダとスウェーデ ンの提案が代 表的な意見である。
この見解 は、 ヨーロ ッパ人権条約の機構は十分成熟 したので、その監督
機構 をよ り洗練 させ る必 要がある。だが基本構造 を維持 した ままで変革 を
行 う必 要がある という ものである。
では、DH-PRの報告書 、オ ランダ とス ウェーデ ンの提案 、協議総 会の
見解 、 ヨー ロ ッパ 人権 委員会の見解、 ヨー ロ ッパ 人権裁判所 の見解 な ど、
改革の議論 の中で出 て きた様 々な見解 に依拠 しなが ら各案 を検討す る。
(1)(A)案一現行の委員会 と裁判所 を 「統合」する単一の常設裁判所一
まず事件超過の現状 を解決 する とい う視点(36)からする と、(A)案の メ リ
ッ トは、手続の複雑 さ、手続 の重複 を解消 し、かつ手続 に要す る時間 を短
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縮で きる ことである。
これ に対 して、デ メ リッ ト⑰ と して は、 まず単一裁判所 の設置が本当
に事 件の未処理分 を処理 し時 間の短縮 となるのか疑問がある。単一の機関
と言 え ども、現行制度 と同様 の機能(た とえば申立の選 別、友好的解決の
手続)を 備 えてい なければな らない上 に、新たな制度(た とえばEC裁 判
所におけ る法務官av㏄atg6n6ralのような もの)を 付加す ることになれば、
時間 を要す る筈であ る。
しか も二審制支持者か らは、二審制 には非常 に重要な利点がある とす る。
まず二審制は、当該 事件 が条約 に基づ き提起す る重要 な問題 を注意深 く検
討す る ことを保障す る。 さらに、現行制度 では委員会で の手続 を通 じて、
締約 国に条約違反 の可能性 を時機 を得て警告 す るこ とがで きる。 だが(A)
案であ って も友好 的解 決の交渉の中で時機 を得 た警告 を与え ることがで き
る とい う見解 もある。
裁判官の仕事超過の問題 につ いては、(A)案では適当 な報酬が得 られる専
任職 となるので、 この問題 を解決 で きる とする。だが、逆 に、 これまで委
員会 、裁判所そ して閣僚委員会が して きた仕事 を単一の機関 に委 ねること
は、相当の仕事量 とな るとい う見解 もある。 む しろ委員会 と裁判所 を常設
にすれば よかったので は とい う見解 もあ る。
次 に、監督機構の制度的側面(38)から考 える と、(A)案のメ リットとして、
現行制度 の制度 的欠陥 を除去で きる。(A)案は裁判所 を予定 しているの で、
監督機構の独 立性 と司法的性格 を強調する ことが で き、条約起草当時の政
治的妥 協 をよ うや く克服で きるこ とになる(前 述1(2廷)参照)。しか も個
人が仲裁機 関(現 行の ヨー ロ ッパ人権委員会)で はな く決定機関 に直接 ア
クセスで きるこ とになる。 ヨー ロ ッパ 人権委員 会の少数派 働 もこの 「統
合」案 を支持 してい るが、その根 拠の一つ と して、政治的妥協 として委員
会 と裁判所が異 なる性質の機関 と して出発 した ものの、現在で は委員会 は
真の司法機関 に発展 しつつある。 しか も委 員会 は重要 な事件 のほ とん どは
裁判所 に付託 してい る。 とい うことは、実際上 、二つの裁判が行 われてい
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る とい うことであ る。 これは訴訟手続 の延長で しかない と考 えるか らであ
る。
この問題 は監督機 構 におけ る閣僚 委員 会の役割 の問 題 に も関 わる{40}。
閣僚委 員会に監督機能 が付与 された根拠 は、相当数の締約国政府が裁判所
の創設 に反対 したか らであ った。 その結果、裁判所の管轄は選択 的 にな っ
た。 さらに締約国政府 は、個 人が裁判所 に自国政府 を訴 える権利 には非常
に抵抗 を感 じていた。 そこで付 託の問題 はヨー ロ ッパ人権委員会の裁 量に
任 され、委員会が付託 しない こ とも可能 に しておいた。他 方、委員 会の拘
束力 のない意見では事件 を終結 するのに不十分だ とみな された。その結 果、
本案 に関 して終局的かつ拘 束力あ る決定 を行 う権限 を閣僚 委員会 に付与 し
た。 この権限が行使 されるのは、管轄が認め られていないか、委 員会が付
託 しない と決定 した場合であ る。政治的機 関に司法的性 質の機能(条 約違
反 の有無の決定)を 付与 した点 は相 当批判 されて きた。事実 を解決す るに
際 して、法的考慮 に限定 されるべ きなのに、閣僚委 員会 に決定が委 ね られ
る ことによって政治的便宜 か らの考慮 が払 われるのは不可避 的だか らであ
る。仮 に政治的考慮 を行わな くて も、その疑 いを払 うことはで きない。 こ
れは司法的機構 に対 す る信頼 を傷付 け る。統合 に よって、単 一の裁判所 は
閣僚委員会の参加な くして意思 決定 を行 うことが で きる ようになるこ とは
重要であ る。同時 に、個 人の裁判所へ のアクセ ス権 を尊重す るこ ともにな
る。
だが 、実 はこの点 が逆に強力 な反対 根拠 ともなる{41}。す なわ ち現 行の
監督機構 は非司法的 要素 と司法的 要素の バラ ンスの上 に成立 してお り、 こ
れ は国際 レベルにおける人権の集団的実施 を実効化 な らしめ る最良の手段
であ るとい う根強 い見解が存 在す る。統合 はこのバ ラ ンス を崩 し、人権 問
題の解決 をかえって阻害 して しまうとい うので ある。 また こう した改革は
現行の仲裁手続の実効性 を低めて しまうとい う見解 もあ る。 さらに国家間
の事件 の際には、監督機構 におい て政治的要素 も必 要である とい う見解 も
ある。
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現在の ような積極 的に友好的解決 を促進す る体制 を維持 で きるか とい う
懸念 もある ② 。現行制度 におい ては、委員会 の特 殊 な地位 、その手続の
秘密性 と非公式性 が、仲裁 人 としての機能 を遂行す るの に非常 に向いてい
る。 と くに本案 に関す る暫定 的な意 見 を利用 して、解決 に向けて当事者 の
関心 を刺激 するこ とがで きる。単 一の司法機 関では この ように行動で きな
いので はと考え られてい るのである。他方 、 ここで指摘 され たよ うな仲裁
人 としての機能は、法務官の設置 に よって実 現で きる とい う見解 もある。
さらに統合の利 点 として、制度 の透明性 が高 ま り、申立人やその弁護士
に よ りわか りやす くな り、かつ利用 しやす くな ることが指摘 されている。
また手続 の単純化は訴訟 費用 も削減す るだろ う。 これ は統合 を支持す る有
力な根拠である。
他方、統合 は条約の根 本的改正 となる。 よって締約 国間の長期 に渡 る交
渉が必要であ り、かつ生 じる変化 の重 要性 を考慮 に入れる と、全締約 国の
批准が改正の発効 には不可欠 とい うことになる(後 者 の点で はその通 りと
なった)。
最後 に、統合 は財政削 減 に役 立 つであ ろ うか ⑱。 委員会 も裁判所 も実
際上 、常設の機関 に近づ きつつあ る。機関は 二つ よ り一つの方が費用はか
か らないだろう。 しか も今後 、構成員の数 は締約国数の増加 に比例 して増
加 してい くので、行 政上および運営上の深刻 な問題が発生 し、この問題 を
解決す るために莫大 な費用がかか り、条約機構 の財政 を圧迫 する可能性 も
あ る。そ うであれば、せめて二つ を一 つに してお くほ うが財政的には楽で
あろ う。この論拠 は起草過程 の中では かな り有力 であ った(")。
また興味深い指摘 として、 ヨーロ ッパ入権 委員会少数派が 、条約機構 は、
人権 の 「補助 的保護」 とい う概 念 に基礎 を置いていて、人権 の 「第1次的
保護 」 は国内裁判所 に よって与 え られ る とした点 であ る(45:。そ して、通
常 、国内裁判所 は、通常 、三審制 、場 合によっては四審制 を予定 している。
よって国際 レベ ルにおいて まで二審制 は不要である という発想 であ る。
また長期的視点か ら、単一 の裁判所の権威 は、締約 国間に、 ヨーロ ッパ
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審議会の中心 的 目的であ る 「統合」 を もたらすの に役立 つ とす る見解 もあ
る。 さらに常勤の裁判官で 、 しか もヨーロ ッパ裁 判官 と しての地位 に付 随
す る属性 を備 えた裁判官で構成 され る単一の裁判所 の判例法 は、締 約国固
有の人権概念か ら離れ て、人権概 念 と しての普遍性 を高め るだろう ㈲。
将来的 には 、 ヨー ロ ッパ審議 会加 盟国の 国内法制度 お よび国内機 関 は、
ほ とん どの事件 において 、い まよりも実効的 な人権保障 を実施 で きると予
想 しうる し、予想 しなけれ ばな らない。 こ うした条件 が整 えば、 ヨーロ ッ
パ レベルの監督が非常 に重要であ るこ とは変 わ らない と して も、単一の機
関 で裁判 を実効的かつ迅速 に行 うこ とが可能 である。二審制 は、不必要で
ある し、手続 を引 き伸 し、場合 によって審理の重複 となってかえ って非 生
産的であ る{`')。以上 よ り(A)案の根 底では、究極 的 には、各国内裁判制度
の最後 に位置付 け られ る、純然 たる司法機関 を想定 してい ると言 えよう。
②(B)案 一二審制一
次 に、(B)案に関す る代表的 な見解 として、オランダとスウェーデ ンの提案
⑭(以 下 、 オラ ンダ案 と略す)に ついて検討す る。二審制 は、 ヨーロ ッパ
人権委員 会の多数派(約2/3)が 支持 してい るの で、その意見(49)も合わ
せて検 討する。
オランダの提 出 した文書 は、オラン ダの外 務大 臣の要請 に応 じて、人権
お よび外交 に関す るオ ランダ諮問委員会が1990年2月に用意 した報 告であ
る。 スウェーデ ンの非公式 な作 業文書は、1990年10月のCDDHの 第29会
議 に提 出 され たが、 これ は統合案 に関 して同意 を得 られず息詰 まっていた
状態 を解決す るため に出 され た。両者の提 案 は、国家 間の事件 には改革 を
要請 しなかった。
オランダの提 案は、統合案 を支持せず、現行 の二つの機 関、委 員会お よ
び裁判所 を維持 す る。そ して前者の権限 をよ り強化 して、受理 された個 人
の事件 におけ る委員会の条約違反の決定 は拘 束力 を有す る とす る。個 人は
裁判所 に委員会の決定 に反対 して上訴す るこ とが で きる。他 方、委 員会は
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現在有す る裁判所 に事件 を付託す る権利 を失 う。 も しも事件が裁判所に一
定 の期 間内に提訴 されなければ、委員会の決定が終局 的な もの となる。裁
判所 に上訴が殺到す るの を防 ぐため に、裁判所あ るいは裁判所の運営委員
会は、裁判所が本案の審理 に入るべ きか否かを決定する権限がある。
スウェーデ ンの提案 も、委員会の意見を終局 的 に拘 束力あ る判決 とし、
裁判所 の判決 と同 じ地位 を与えつつ、上訴 には裁判所 の許可が必要 として
い る。
しか も、委 員会 の意見 に拘束力 を与 えつつ 、条約現25条(個人の申立権
の承認)と 閣僚委員会の司法的機能を廃止 する ことによって、条約機構の
手続の司法的性質 を強化す る。 これは二審制 に近 い構造 を導入す るこ とで
あ り、個 人が直接、裁判所 に申立 を行 うことを確保する(50}。
で は、増大す る事 件数に対す る対応 として、 オランダ案 はどれほ ど実効
的 だろうか。 まず 、委員会の意見(現31条)に 法的拘束力 を認め る目的 は、
事件 のほ とん どを委員会 に扱 わせ、時間 を節約 する ことであ る 細 。 しか
しこの点 には疑 問 もある。 とい うのは上訴の可能性が 認め られている上 、
委員会の意見 に拘束力が認 め られ ることになれば、委員会の審理 には、こ
れ まで以上 に時 間が要す るか もしれ ないか らであ る。 さらに裁判所 の運営
委員会が上訴の許可を出す ことになれば、余計 に時 間がかかることになる。
すなわち事件の完壁 な審理 を2回やるに等 しいか らである。
だが 、この提 案 は、本 案の審理 を2回やる ことは、必ず しも欠点で はな
い と考 えてい る。む しろ当事者に とっては利点である とす る。 ヨーロ ッパ
人権委員会多数派 も、原理 に関する問題 や国内法制度に根本的変 革を もた
らす ような事件 について は、二審制で扱 われるべ きである と考 えている。
そ うすれば条約の解釈 ・適用 により信頼性 を与 えることがで きる としてい
る 細 。 ヨー ロ ッパ人権 裁判所裁判官 の一 部 も、二審制は人権保 護 のため
になる とす る 杣 。その理 由 と して、原行 の機 関は しば しば異 なる結論 に
到達 しているか らであ る。
委 員会の決定 に拘 束力 を認め ることになれば、委員会の審理 は公開 しな
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ければな らない。ただ し、何 の制約 もない公開は友好 的解決の交渉 にマ イ
ナスの影響 を与える ことになる。そ こで友好的解決 の利点 を尊重す るため
に、委員会の討議一般 の他 に、友好的解決の交 渉、本案 に関す る委員会の
暫定的認定 については秘密扱い とす る必要 もある と言われている。 よって、
受理可能性 の認 否段階 におけ る秘密性 が維持 され、他方、本案の審理は公
開で行われ るとす るな らば、受理性 と本案 を連結 して行 う審理や審理 を開
く裁量につ いては再検討が必 要 となって くる 関 。
委員会 には、裁判所 に事件が殺到 しない ように事件 を選別す る機能が委
ね られている。現在 、委員会で は申立 の全体 の90%を受理で きない と して
い る。現在 の委 員会の運用上の ノウハ ウやス タッフの経験 を尊重 すべ きで
あ ろ う 〔55}。また ヨー ロ ッパ 人権 委員 会 多数 派 自身、訴訟 手続 の長期化 、
仕事量 の増加が、現行制度 が直面する第一の問題である と認識 してはいる。
だが、 この数年、事態 は改善 され始めている と委員会多数派 は考 えている。
すなわち、小法廷お よび三人委 員会の導 入そ してス タッフの増加 に よって
問題 は軽減 され てい る。そ して二審制 によって さらに改 善 されるだろ うと
するので ある 鮒 。
具体的 には、委員会 多数派 は、事務局全体の1/3に相当する人員 を増加
す れば、少 な くとも2200件の事件に対応で きるとす る。 さらに事務局 の人
員増加 に伴 って、3番目の法廷(部 会)を 創設すれば年 に300件を処理で き
るので、第一審裁判所 は年 に2500件を処理する能力が備 わる。 さらに会期
も8回か ら10回に増加す るこ とが可 能で ある。 そ うす れ ば さらに500件処
理で きるので、全部で3000件処理で きる ことになる。 しか も第一審 裁判所
が常設 になればよ りた くさんの事件 を処理で きることになる 馴。 よって、
締約 国数 が増 加す る ことを念頭 におい て も、前述 の条件 が具備 され れば
(常設で な くて も)、今後 の事件 数の増加 に対応 で きるとす る ⑱。
なお、委員会多数派 は、現在の ところ条約機構は非常 勤であ るべ きと し
て いる。その理 由は、① 事件で発生す る問題 の性質か ら、委員会の メンバ
ーが 自国 に居 住 し、事件やその進展状況 を十分熟知 してい ることが重要で
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ある。② 申立 人に とって、 自分 と同 じ様 に自国に居住 している個 人で構成
され る機関の方が、孤立 した世俗か ら隔絶 している ように見 える国際機 関
よ りも、信頼 で きるか らであ る。上訴裁判所の仕事超過 について も、 もっ
と時間 をさ くべ きであ り、かつ 第一審裁判所の決定(事 実認定やその法的
見解)を 活用すべ きである とす る。
なお、友好 的解決に関す る委員会の経験 は、改革 された構造 にお いて も
生か され るべ きである とす る。その ため に前述 した ように、訴訟手続の全
てが公開 である必 要はない とする。 これ は ヨーロ ッパ 人権 委員 会多数派の
意見で もある ⑱。
オ ラ ンダ案 は、委 員会 の決定 に不 服が あ る場合 には、裁 判所へ の上訴
(裁判所 の裁 量に基 づ く上訴 の許可 が伴 う)を 認め ている。 まず、 この提
案 で上訴す る権利は 、第9議定書の個 人の裁判所へ の提 訴権 とは実質的 に
異 なる。すなわち、第9議定書5条2項の場合 には、個人が第5条1項eに基づ
き裁判所 に事件 を付託 した場 合 には、 まず裁判所の運営 委員会 に提 出され
なければな らず、 この運営委員会が事件 が裁判所 によって検討 されるべ き
か否 か を決定す るこ とになってい る。他方 、委員会や関係当事 国が事件 を
付託 する場合 にはこう した制約は ない。 これに対 してオ ランダ案 は国家 と
個 人を区別 しない。委員会 による事件 の付 託お よび裁判所手続 における委
員会 の役割 は廃 止す るの で(委 員会 の決定 に拘 束力 が付 与 され るため)、
委員会 お よび事 務局の これ までの仕事超 過 を削減で きる 側 。現行 制度 で
は、3ケ月以 内に裁判所 に付託 されない と、閣僚 委員会が条約違 反があっ
たか どうか を決定す る こ とになっている。提案 では、一定期 間(3ケ 月が
適当であ ろう)以 内に裁判所 に付託 されなければ、委 員会の決定が終局的
なもの と考 えられ よう ⑧。
ヨー ロ ッパ人権委 員会多数派 も上訴の可能性 を重要 と考える。国内裁判
制度 においては、上訴 の権利 は重要 な裁判上の権利であ る。 条約機構 は国
内裁判所が十分 に吟味 していない多 くの事 件 を扱 うか も知れない以 ヒ、な
お さら上訴は保障 されるべ きで ある とす る 鍋 。なお、委員会 で受 理で き
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ない と判断 された事件 については上訴 を認め ないとい うのが ヨーロ ッパ 人
権委員会多数派 の意見である ㈱。
上訴 を許可する基準 として、第9議定書 では、5条2項において、「事件が
条約の解釈 ・適用 に関する重要な問題 を提起せず、その他の理由か ら裁判
所 による検討 に値 しない ことには、運営委員会は満場 一致 で当該事件 は裁
判所 によって検討 され るべ きではない と決定す ることが で きる」 と規定す
る。
(B)案で は、裁判所 は条約 の解釈 また は適用 に関係 す る重要 な問題 を提
起 す る事件 のみ を取 り上げる とす る。す なわち先例 を確 立す る ときであ り、
その他 の理由か ら裁判所 に よる検討 に相 応 しい場合で ある。 よって裁判所
は重要な法的問題 を裁判す る責任 を主 として負 うこ とになる。裁判所 運営
委 員会 は相当の裁量 を与 えられ ることになる。裁判所が上訴 を拒否すれば、
委 員会の決定が終局的な もの となる ㈱。
最後 に、二審制 にお いては、第二審 と しての裁判所の管轄は どこまで及
ぶ のだろ うか。委員会お よび裁判所の両機関が完全 な権 限(事 実お よび法)
を有す るのか、それ とも委員会 は完全 な権 限 を有す るの に対 して、裁判所
は上訴管轄権 を有す るのであ って法律 問題 に関す る権限のみ を有 す るのか
とい う問題 であ る。現45条は、裁判所の管轄は条約の解釈 お よび適用 に関
す るすべ ての事件に及ぶ と規定する。
オ ランダ案では、裁判所は委員会の事実 に関す る認定 はその まま受入 れ、
法律 問題 のみ を取 り扱 うとす る。だが裁判所が 「新事実」 を認め る余地 は
残 している。裁判所 は もはや受理可能性 の検討 はせず、ただ し裁判所 にお
ける受理可能性 との問題が事件 自体の本案 に密接 に関連 している場 合のみ
検討 する とい う。 そ うす ることによって仕事 の超過 を防 ぐこ とが で きる。
ただ しこの点で は、従来の判例法 と合致せず再検 討が必要で ある と言 われ
ている(⑮。
また、実現 されやす さとい う点で も、今 まで研究 され、かつ実際 に機能
している、馴 染みのあ る機構 をベ ースにす るほうが よい とす る。そ して必
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要な変革は、比較的短い議定書 によって実現 で きるとするIS6'。
1989年時のDH-PRの結論 としては、統 合は問題 を解決す る一方 で多 く
の問題 を抱 えている とした。す なわち統合 に対す る賛成論拠 も反対論拠 も
絶対 的 なものではない と結論づ けている{67}。これは(B)案についても同 じ
く当て はまる。両者が違 うのは、現 行制度の発展 を踏 まえた ヒで、 ここま
で発展 した以上、国内制度 と同様の司法裁判所 の創 設は可能である し、そ
れによって さらに新 しい発展 が可能 になる と考 えるのか、それ ともここま
で発展 して きた以上、その枠組 を大切 に して、そのか ぎりで機構 の司法的
性 質 を少 しで も補強 しやは り司法機関 としての前進 を図 る と考えるのかの
違いであ ろう。
3第11議 定書の内容
前述 した{A)を具体化 した第11議定 書は、二つの内容 を有 している。第
一 に、機構改革である。第二 に、長年の経験 に基づ き条文の整理 を行 って
いる。 たとえば例 として、友好 的解決 に関す る新38条(現28条)および公
正な満足 に関す る新41条(現50条)が上 げ られる。 さらに各章 にタイ トル
が、各条項 に見出 しが付 け られ ることになった。 これ らは、一般の人 々に
も条約 の条 文をわか りやす くす る工夫 と して施 した。 ただ し各条項の解釈
では な く、何 ら法 的効果 を有す る ものでは ない。 これは協議総会の提案 を
受けてな された。
(1)ヨー ロッパ人権裁判所の構成(6B}
ヨーロ ッパ人権裁判所は、条約締約国の数 と同数の裁判官 から構成 され
る。裁判官の任期 は6年(再 任可)で 、定年は70歳であ る。
裁 判所 は、個 人、NGO、個 人の集 団いず れか らの 申 立で も受 けつ ける。
審理 は 、① 委 員 会committee、② 法廷Chamber、③ 大法 廷Grand
Chamberの3つの形態 で行 われる。 当事国の ため に選 ばれた裁判官 は、当
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事国が関わる事件が裁判所 によって審理 される場合 に、法廷 お よび大法廷
に出席す る権利 がある。全員法廷は機構 に関する行政 的事項 のみ を取 り扱
う。
① 委 員会committee:委員会は3人の裁判官で構 成 され る。委 員会 は
法廷 に よって、期 間を限定 して設 け られ る。 この委 員会 は申立 を選別
する機能 を担い、個人の申立が受理で きない旨 を宣す るこ とがで きる。
これは現在、 ヨーロ ッパ人権委員会が行 っている機能であ る。受理可
能性 の基準 自体 は、現行通 りである。
② 法廷Chamber:法廷は7人の裁判官 で構成 され る。法廷は、裁判所
によって、期間 を限定 して設定 され る。裁判官 は同時 に複数の法廷の
メンバーになることがで きる。法廷 は、 申立の受理可能性お よび 申立
の本案 について判断す る。
③ 大法廷GrandChamber:大法廷 は17人の裁判官で構成 される。大
法廷 は、特定の事 項(重 要な事件)に 関 して司法管轄 を有す る(現 在
は ヨーロ ッパ人権裁判所(全 員法廷)が 有 している〉。大法廷 に付 託
され た個 人お よび国家間の重要 な申立 につ いて判断す るこ とになる。
裁判所所長、副所 長(複 数)、法廷 の長、被 告国の ために選 出 された
裁判官 が職権 ヒex-officioのメ ンバ ー となる。残 りの メ ンバ ーについ
ては裁判所が選ぶ。大法廷は、特別 な事件の場 合に、期 間を限定 して
設置 される。
④ 全員法廷PlenaryCourtは、以下 に列挙す る行政的事項のみ を取 り
扱 う。
(a)3年の任期で、裁判所所長お よび1ない し2名の副所長 を選出す る。
再任可能。
(b)期限 を設定 して法廷 を設立する。
(c)法廷の裁判長 を選 出す る。再任可能。
(d)裁判所規則 を採用す る。
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(e)登録官お よび1名ない し複数の副登録官 を選出する。
⑤ 登録所Registryおよび事務 局LegalSecretariesが裁判所 を補佐 す
る。その詳細 については裁判所規則 で定め られ ることになっている。
(2)手続の概要 〔69)
① 従 来 どお り、個人お よび締約国が 申立 を登録す るこ とがで きる。裁
判所の登録所が 、申立人に対す る応対 を行 い、必 要な場合 には 申立人
に対 して情報 の追加 を請求す る(現 在 は、 ヨー ロッパ人権委員会事務
局 が この仕事 を している)。ここでの 目的は 、この段 階で、受理で き
ない、ばかげた、 まった く見込 みのない申立 を取 下げ させ るこ とであ
る。
② 申立が取 下げ られない場合 には、 申立は法廷 によって登録 され、報
告裁判官judgerapporteurが指名 され る。
③ 通常 、申立は委 員会committee(内一 人は報告裁判官)に よって審
査 される。そ して申立が受理 で きる と宣言す るか、拒絶す る。同委 員
会は全員一致で申立が受理で きない と宣す ることがで きる(こ の決定
は最 終決定であ る)。報告裁判官 が、 当該 申立が原理 的問題 を提起 し
ている、あるいは 申立は受理で きない と宣す るこ とはで きない と考 え
るな らば、申立は法廷に送付 され る(こ の点 では現行の制度 に対応 し
てい る)。
④ 法廷Chamberは、 申立の受理 可能性 と本案 について判断す る。報
告 裁 判官 が書 類 を準 備 し、当事者 と連絡 を とる。法 廷 の前 に聴 問
hearingが通常行われる。 当事 者は文 書で それぞれの意見を提 出す る。
法廷 は、裁判手続 の どの段 階 において も、 当事者が友好的解決 をはか
れる ように便宜 をはかる。友好的解 決に至 らない場合 に法廷 は判決 を
下す。
⑤ 法廷 が、裁判所の確 立 した判例法 に従 う意思が ない とき、 または原
56
理的問題が争点 となっているときには、法 廷 自身が管轄 を放棄する こ
とがある。 ただ し、当事 者の どちらかが この放棄 に反対 した時 には放
棄で きない。
⑥ 判決が出 され ると、当事 者は事件 を大法廷GrandChamberに送付
す ることを請求で きる。ただ しこの手続が認め られるのは例外的 な場
合 に限定 されてい る。 すなわち、事件が 条約お よび議定書 の解釈あ る
いは適用 に関す る重大な問題 を提起 するか、あ るいは一般 的に重要 な
問題 を提起す る場合で ある。大法廷委員会panelは、 この再審理の請
求が認め られるか どうか決定す る。
⑦ 大法廷へ の送付が不可能 とい うことになる と裁判所の判決が最終的
な もの となる。判決は最終的であ り、現在 と同様 、国際法 上、拘束力
が ある。
⑧ 閣僚委員会が有す る、裁判所の判決の執行 を監督す る役 割は今 まで
通 りであ る。
(3)暫定条項 ⑭
第11議定書 は、条約 を修正す る議定書 なので、全締約国の同意 を必 要 と
す る。第11議定書4条によれば、最後の批准が行 われた1年後 に効力 を発 す
るこ とになってい る。 しか し、最後の批准が行 われれば、す ぐに新 しい裁
判所 を設立す るために必 要な措置(と くに新 しい裁判官の任命)を とらな
けれ ばな らない(第11議定書4条)。
現行制度 の下での裁判官 とヨー ロッパ 人権委員会委員の任期 は、第11議
定書が効力 を発 す ると終 了す ることになってい る。 ただ し、 ヨー ロ ッパ 人
権 委員会は、現在係属 中の申立 を取 り扱 うた めに、 さらに1年間存続 す る
(同5条)。す なわ ち、委 員会 に係属 してい る申立 お よび受理 される と既 に
宣言 された申立 は、現行 の ヨー ロ ッパ人権委 員会 に よって審理 される。 そ
のため に ヨー ロ ッパ人権委 員会 には1年間の猶予期 間が認 め られ てい る。
その後は、 これ らの 申立 は、現行の48条(お よび適用可能で あれば第9議
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定書)に 従って新 しい裁判所 に送付 される。大法廷委員会は、法廷 または
大法廷 自身に よって当該事件が検 討 され、終局的 に判断 されるべ きか どう
か を決定す る。第11議定書が発効時 に、 ヨー ロ ッパ 人権委員会 に係属 中で
あ るが、 まだ受理 で きる と宣言 されてい ない申立 は、新 しい裁判所が検討
す る。現行 の裁判所 に係属 中の事件 は、第11議定書が発効する と、新 しい
大法廷で取 り扱 われ ることになる。
4第11議 定書の評価
(1)評価 すべき点
今 回の機構改 革の 中心 的 目的である、事件 数の増加 に対応する効率性 の
実現 については、委員会 と裁判所 の統合 によって、 これまで存在 していた
委員会 と裁判所 との仕事の重複 を取 り除 くこ とがで きる ことになる。 よっ
て少 な くともその分 につ いては時 間 を短縮 で きる(71'eまた常勤 の裁判官
が、法 律調査官 に補佐 されて勤務する ことは、判例法 の質を維持 し、よ り
高め ることを可能 にす る。 また常 設の単 一の裁判所の存在 自体が、継続的
かつ独 立 した司法 的監督 を可能にす る{72}。
さらに今回の改革 で重要 な点は 、個 人の申立権 を認めるこ とが各締約国
の義務 とな り、かついずれの締約国 も裁判所 の管轄 に服することとなった
こ とであるt731。現 在、全締約国が個 人の申立権(現25条)お よび裁判所
の義務的管轄(現46条)を 承認する に至った ことを条文化 しただけ とも言
える。 しか し、現 在、政治的要件 として存在 している状態(条 約 に加盟 し
た以上 、合理的期 間内 に両 条を承認す ることが政治的 に義務づけ られてい
る)を 法 的要件 とす ることによって、今後新 たに条約 に加盟する国に対 し
ては法 的要件 として課 され る点、 また現在、承認 している国の承認の今後
の確保(現 在承認 してい るといって も、期 間 を限定 して承認 し、た とえば
5年ごとに更新す るとい う方法 を とっている国があ る。)とい う点で も、今
後の制度 の発展 を確保す る点で重 要である。 さらに、当初、個 人の 申立権
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と裁判所の義務的管轄 につい ては、各締 約国に選択 の余地 を残す こ とに よ
って、条約加盟 の障害 とならない ように図っていたこ とを考 えれ ば、条約
の発展段階 を如実に示す もの と して興味深い。
そ して以上 の改 革の帰結 として、閣僚 委員会が有 してい た、事件 を決定
す る機 関 としての役割 く現32条)は廃止 されるこ とになる。 よって司法的
機能 を もっぱ ら裁判所 に集中 させた ことになる。閣僚委員会の司法的機能
は、裁判所の判 決の執行 の監視のみである(現54条 、新46条)。この こ と
も裁判所 の統合性 と独立性 を確保す るもの として重要である ㈲。
(2)批判すべ き点
制定 の経緯で も説明 した ように、第11議定書 は妥協の産物 であ る。第11
議定書に実現 された、単一の裁判所 という提 案の他に、委員会 を第一審裁
判所、現行 の裁判所 を控訴裁判所 とす る二審制 とい う提 案 も存在 した こと
は前述 した通 りである。議定書の発 効 には全加盟国の同意 を必要 とす るが、
監督機構 の案 につ いては意見が分 かれたため に、妥協 策 と して、単一の裁
判所制 を採用 しつつ、法廷 か ら大法廷への事件 の付 託 を認 めて一定の場合
には再審 を認め るとい う形 を とった。そのため にまず手続 自体が複雑 な も
の となって しまった。当初 、単一の裁判所 モデルは手続 の簡潔 さと透 明度
が メリッ トであ ったはずなのに、それを損 なって しまったばか りか、手続
の効率性 を増大す るとい う改革の当初の目的 とも反す る結 果 とな った(75}。
中で も、第一審 と上訴審 を同一の裁判所 の中に統 合す る点 には強い批判
がある('6)。第一審 である法廷 の うち2人の裁判官(裁 判長お よび当事者 国
出身の裁判官)が 、上訴審 に再 び列席する ことになるが 、国内 の上訴裁判
所 が第一審 に加 わ っていた裁判官 を擁 して いる場 合 には条約6条違反であ
ると、 ヨーロ ッパ人権裁判所 は判示 して きたはず である。 条約 自体が 、こ
れ まで確立 して きた判例法 と矛盾す ることは、新 しい裁判所の正 当性 を害
す ることになる。
さらに、大法廷への管轄移管(新30条)に ついて も問題 があ る(77)。法
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廷は大法廷へ移管 で きるが、「当事者 の一方 が反対 しないか ぎ り」 とい う
条件がついている。だが、この条件 には問題 がある。 まず、第一に、実際
上、相当の訴訟 遅延の原 因 となる。す なわ ち法廷が管轄 を放棄す る ことを
望 むと きは常 に、 このこ とを訴訟当事者に通知 しなければならない。 これ
は少 な くとも1ケ月の手続 の遅延 につなが るだろ う。
第二 に、法廷は、現 在、 ヨーロ ッパ人権委 員会が果 た している役割 を担
うこ とになるはず だが 、担 えるか ど うか疑 問がある ㈲ 。現在、委員会は、
委員会の裁量で事件 のほ とん ど(と くに重 要な事件で あればあるほ ど)を
裁判所 に付託す る慣 行が 成立 している。だが、新 しい制度の下で これ と同
じ状態が維持 で きるか どうかわか らない。法廷 が付託 で きるのは 「当事者
の一方 が反対 しないか ぎり」(新30条)であ って、法廷 に よる大法廷への
付託 は強力 な反対 に会 うことが予想 で きる。 よ り権威 ある大法廷 の判決で
当事者 に不利 になることを恐 れた り、当事者が法廷 で勝訴の見込みがあれ
ば、大法廷で負 け る危 険 を犯 しは しないか らである。 また各国政府 も、大
法廷で負け るよ りはよ り権威 の低 い法廷の判決の方が ましである と考 えて
いた り、あ るい は友好的解 決の可能性 を大事 に考 えるか もしれないか らで
ある。 さらに法廷の判決か ら3ケ月以内 に、事 件の 当事者 は大法廷への事
件の付 託 を要請 で きる(新43条1項)こ とになってい る。但 し、5人の裁判
官で構成 される大法廷委員会が、事件が条約 の解釈 または適用 に関す る重
要な問題 あるい は一般 的重要性 のある重大 な問題 を提起す る場合 に、大法
廷へ の付託 を認め る(同2項)と い う限定 条件 が付いてい る。 よって この
大法廷委員会が どの ような基 準で大法廷へ の付 託 を認 めるかが非常 に問題
である。以上 より、法廷 か ら大法廷への上訴は、実際上 は、 事件 当事者が
行 う場合 に限定 され(そ れ も今後 の運営 いか んであ る)、法廷 の イニ シア
テ ィブで大法廷 に付託 される場合 は非常 に少 な くなるこ とも予想で きる。
とい うこ とは重要 な解釈 問題 が必ず しも大法廷 まで到達 しない可 能性 もあ
る とい うことである。
裁 判 官 の資 格(21条)に 関 して も幾 つか 問題が あ る 〔79)。仕 事の継 続
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性 ・円滑性 を保つ ため に、現行 の委員会お よび裁判所か ら、新 しい裁判所
の裁判官 を任命するこ とが望 ま しい。 しか し、定年が70歳とい う条件か ら、
現 在の委 員会お よび裁判所か らは、あ ま り多 くの人員を期待 で きない(高
齢の裁判官 お よび委員が多い ため)。さらに、新 制度の裁判官 は常勤 とな
るので、ス トラス ブールに定住す ることを望 まなか った り、現在の職 業 を
止める ことを望 まないか もしれない。
しか も、新 しい規定では、裁判官 は、その独立性 、公平性 、常勤の職務
と両立 しない活動 につ いてはな らない とす る兼職 禁止規定(同 条3項)が
存在す る。委員会の暫定期間一年 につ いては、 この条件 を緩和 して考 える
べ きであ る。そ うしなければ、委員 を止めなければ ならない ものが続 出 し、
委員会が最後の仕事 を まっとうす ることがで きな くなって しまう。 さらに、
これに付随 して、多 くの現行 ス タッフは、新 しい制度 に引 き継 がれるこ と
が予想で きるが、場合 によっては失業す る可能性 もあ る。
最後 に、実際 的問題 として、現行 の制度 と新 しい制度が重複す る期間、
新 しい制度 に必 要な費用 を どこか ら捻 出す るのか とい う財政上の問題があ
る。
(3)総合的評価一結 びに代 えて一
制度が実効的 に機能 し、当初 の 目的を実現す るか どうかは、実際 に運用
してみ なければ わか らない。新 しい機構 の裁判官 ない し運営委 員会が どの
ように機能す るかであ る。実際 、 この ヨーロ ッパ 人権条約 自体 、当初 、そ
れほ ど期待 され て もい なかった し、当初 か ら司法機関 と して思 う存 分機能
して きたわけではない。委員会に至 っては最初のメ ンバーは、13入の うち、
5人が大 臣 または公務 員、5人が国会議員、残 りの たった3人が弁護士 また
は裁判官で あった。 よって現在の機構 の実績 は偶然性 と努力の両方の賜物
といえ よう。
① 変革 に伴 う危険性
現 在の ヨー ロッパ 人権委員会 は決 して機能 していないので はな く、 む し
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ろ年 々増加 す る申立に対 して、様 々な工夫 を施 し、幾つかの制 度改革 によ
ってかな りうま く対処 して きた と言 える。 む しろ良好 に機 能 してい るにも
かかわ らず、それ を越 える量 と質の事件が条約機 構 に寄せ られてい るとい
うこ とであ る。 これはむ しろ ヨー ロッパ 人権条約 に対す る信頼 の現 れで も
ある。 よって、この委 員会の仕組 を放棄 して、新 しい制度 を導入する方が、
よ り成果が挙が る といえ るか どうかが検討す る必要がある。
この 点で、懐疑 的 な見解 も有 力で ある ⑭ 。 まず、 これ まで長い時 間を
か けて育成 して きた委員 とス タッフ との間の信頼関係 と事務的 なノウハ ウ
が失 われ る こ とにな る。新 しい制 度が 、現 行の委 員会 と同 レベ ルの機能
性 ・実効性 を備 えるには相 当時 間 を要す るであ ろ うし、 また同 レベル に達
す る保証 もない。当然 、事務処理速度 も低下す るこ とが予想 され、か えっ
て当座 、訴 訟遅延 を悪化 させる可能性 もあ る。 もっとも、変 革が、何 らか
の新 たな発 展の機 会 を提供す る可能性 も考 え らないわけでは ない 馴 。 そ
の結果、 よ り多 くのス タッフを雇 う資金が得やす くなるか もしれ ない。あ
るい は、条約 を国内法化 してい ない国 が、条約 の直接適用性 を認め るよう
になるか もしれない。
② 訴訟遅延の解消
今 回の制度改革の中心 的 目的である、訴訟遅延の解消 について は、実際
の ところどれ ほど解消で きるであろ うか。単純計 算 をすれば、現在 、裁判
所 にまで到達 してい る事件 について は、1年間は節 約 になるだろ う。他方、
全体の1%に 相当す る事件 はその重要性 か ら、第二 審での審 議 を必 要 とし
てい ると予想 で きる。
新 しい制度 は まった く0の状 態か ら始 まるわけではない。お そ ら く2500
の事件 が係 属中のはずで ある。その うち、250位が受理 されてい るはずで、
これは従来の手続の中で扱 われ る。その他 は新 しい制度 に任 され ることに
なる。 これ らの事件 を扱 うために、た くさんの ス タッフと経験 が必 要であ
る。現行 の委員会の熟練 した スタッフを必要 として いる。新 しく雇 うとす
ると予算超過 になるので、 これ らの既存の ス タッフを引 き継 ぐべ きである。
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既 存の委員会は既存の事件 をまず片付 けなければな らない ので 、熟練 した
スタ ッフを引 き継 げるの はその後 である。裁判所 は、手続規則 や仕事のや
り方 を決めなければな らない。1週40件(この位 は登録件数が あるだろ う)
など望 むべ くもない。完全 なス タッフが整 った ときには、現在 と同 じ程度
の未処理件数 をかかえているはずである。その後は、 この新 しい制度が ど
れ だけ対応 で きるか次 第である。 とする と、やは り現 行制度の改 善 とい う
方 向で、現状 に どれだけ対応 で きるか もう少 し苦心 してみ るこ とも合理 的
か も しれ ない。
③ 財政的側 面
機 関の統合 に よって財政的節約 が可能 になる とい う意 見 もある く委員会
を第1審 とす る見解 に対 す る有力 な根拠 は 、費用 がかか る とい うことであ
った)。だが、新 しい制 度の ため の準備 資 金がい る上 に、常勤 の裁判官 に
なるこ とに よって、相 当の給料 と年金 を用意す る必 要があ る。少な くとも
EC裁判所 の裁 判官 に見合 うだけの額でなければな らないだろう 〔82〕。
以上 、総 合 して考 える と、第11議定書が、改革 に よって生 じる当座 の多
少の後退 を正 当化 しうるほ どの改革 となるか心配 な点 もあ る(83}。
さ らに、あ らためて非 常勤 の裁 判官の利 点 も認 識 してお く必要があ る。
ヨー ロ ッパ人権条約機構 にお ける裁判 は、確か に ヨー ロッパ 人権条約 を適
用 して事件 を解決す るのであ って、国内法 を適用す るわけではない ものの、
裁判官 は、各締約 国の国内 法制度 に精通 してい る必 要があ る。 もちろん、
全裁判官が30数力国の法制度全 てに精通す るこ とは実際上望 めない。最低
限、各裁判官 は出身国の法制度 に精通 す るだけでな く、出身国の法制度の
動向 と現行法 を把握 してい る必 要があ る。現行 の制度で評価すべ き点は、
各締約 国内で活躍 してい る、あ るいは活躍 して きた秀れた裁判官や法律家
が 、 ヨー ロ ッパ人権条約委員会 や裁判所 に集 まり、 メ ンバ ー相互で話 し合
い、協力 して活動す る機会 を持 つことに よって、 ヨーロ ッパ人権法 に関 し
て各締約国内 の発展状 況や専 門家の見解 につい て最新 の情報 を知 るこ とが
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で きるこ とである。常勤の裁判官 になる ことに よって、 この メリッ トが失
われるようなことがあっては ならない。
では、 もう 一つの(B)案では どうであ ろ うか。締約国の増加か ら、30人
をこえる メンバーで構 成 され る2つの機 関は機 能 しえない し、 コス トが か
かるとい うことで この案 は退 けられた。
しか し、第二審 としての裁 判所(ヒ 訴裁判所)は 、か な らず しも30余名
で構成す る必要は ない と考 えれ ば別であ る。確 かに、締約 国か らの信頼 を
確保 し、各締約国の国内法制度 に精通 してい るためには、 各締約 国か ら最
低1人メ ンバ ーに加わる ことが必要であ る。だが 、この ことが重要 なの は、
現行制度 で言 えば ヨー ロ ッパ 人権委員会 においてであ り、新 たな制度で言
えば第一審 においてであって、上訴審段 階ではない。
現在 の ヨーロ ッパ人権裁判所 、そ して新 しい制度における上訴審 に託 さ
れ るのは条約の解釈であ る。 国内救済原則の問題、事実 の問題、国内法の
問題 は、第一審で解決 され よう。 よって第二審で は、 よ り小規模の裁判所
(ヨー ロッパ人権法 の専 門家7～9名程度)で よい。 となる とコス トの問題
は二審制 に反対す る絶対的根拠 とはな らない。各国政府 は、 自国出身の裁
判官が法廷 にいる と自国 に とって最 も有利で ある と考えてい るが必ず しも
そ うとは言 えない。裁判官は ヨー ロッパ 人権裁判所裁判官の資格で判決 を
下すか らで、必ず しも出身国政府の味方 となる とはか ぎらない。そ うでは
なかったか らこそ、現在、裁判所 に対す る信頼性が確立 された とも言 えよ
う。
また、 ヨー ロッパ の法律家はお互いの ことを よ く知 ってい るので ヨーロ
ッパ レベ ルでの選択 も可能であ る とい う見解 もある。 各締約 国か ら1名つ
つで構成 される専 門家機関に よって、国籍 を問わず、有能 な7～9名の裁判
官 を選ぶ ことが可能である とす る ④ 。
それは まだ時機 尚早 とす るな らば、法 系 ごとの選択 も提案 され ている。
た とえば スカンデ ィナヴ ィア諸 国か ら1名、ベ ネル ックス三国か ら1名、コ
モ ン ・ロー諸国(ア イル ラ ン ド、キプロス、 マル タ)か ら1名、 大きな国
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か らは1名つつ、その他 の国か ら数名 とい うように選ぶ のであ る。
これ は、将来的には、 ヨー ロッパ横断的 な法律 家が増加 するこ とを見込
んで考 えると興味深 い提 案である。一つ には法律 教育が ヨー ロッパ横断的
に行 われ るようにな ったこ と(EU諸 国内の大学 間の交流)、一つには人の
移動が国境 を越 えて盛 んに行 われる ようになってい るか らである。将来的
には、単 にヨーロ ッパ人権条約 だけではな く、人権分野 に関するあ らゆる
条約 を監督す る ヨー ロ ッパの上訴裁 判所 が必 要 となるはずであ る(85)。す
で に各人権条約間の調整 も必 要 となって いる。 しか もヨーロ ッパ人権 裁判
所 が各締約 国か らそれぞれ集 まって きた法律 家の集 まりとい うよ りも、 ま
さにヨー ロッパの人権裁判所であ りヨー ロ ッパ人の裁判官で構成 されてい
るのだ と考 えるようになれば、 こうした人権裁 判所の設立 も可能である し、
必要で もある。
もちろんこれは(A)、(B)いず れの案 を選択 して も検討 しうる内容 なので、
今回、第11議定書 に よって創設 され る常設 の単一の人権裁判所 を出発点 と
して検討 してい くことも可能であ る。
最後 に、批 准の実現可能性 につ いて触 れてお く。 単 一の裁判所 を実際 に
機能 させてみるために何 よ りも必 要なのは、全締約国 による第11議定 書の
批准で ある。 ウ ィー ン ・サ ミッ ト首脳 会談では、各国の首脳が、で きるだ
け早 く批 准 をするこ とを確 認 した。 この ことを理 由 として、1996年までに
批 准が揃 うとい う楽観的見解 も存 在す る 〔86}。他方、 第11議定書の制定過
程 か ら考 えて、締約 国によっては相当抵抗 する国 もあ るか もしれない。 し
か しヨー ロッパ レベ ルで着実 に実現 してい るこれ までの展 開か ら(最 近の
例で言 えば第9議定 書が発効(1994年10月1日)するに至 っている こ とを
念頭 におけば)、早晩批 准 されるのでは ないだろ うか 〔B7}。
というの も、 ヨー ロ ッパ 人権条約機構の あ り方が、 ヨー ロッパ レベ ルの
人権保障 を目指 して量 的にだけでな く質的 に新 しい方向性 を体現 しつつあ
るか らであ る。 ヨー ロ ッパ 人権 条約機構 は、当初の政治的性格 か らか な り
脱皮 して、よ り司法的性格 を補強 しつつ ある。司法の独立 を確保す る こと
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は、 ヨーロ ッパ 人権裁判所 の実効性 と信頼性 を安定的 に確保す る重要 な条
件 である。 とすれば、第11議定書の発効 は、短期的 には若干 の停 滞 ・後退
を伴 うとして も、長期的 には これ を制度 的 に担保 するために必 要な ものだ
と考 える ことが で きる。 しか もその点では ヨー ロッパ審議会加盟国 に共通





(2)江 島晶 子 「イギ リスの 裁 判所 にお け る ヨー ロ ッパ人 権 条約 と コモ ン ・ロー
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再 審制 度 であ る。 た とえば オ ー ス トリアで は、 ヨー ロ ッパ 人権 裁 判所 の判 決
の 結 果 を受 け て 再審 を行 う とい う手 法 が とられ て い る。 こ う した こ とが 一般
的 にな れ ば名 実 と もに ヨー ロ ッパ 人権 裁 判 所 は ヨー ロ ッパ に存 在す る人権 に
関す る最 高裁 判 所 とい う こ とに な る。 この点 は、 各 国 にお け る 再審手 続 の検
討 を通 して明 らか にす べ き点 であ るが 、 これ は別稿 に譲 る とす る。
(4)た とえば 、 こ う した 関係 を うか が う こ とが で きるの は 、 ヨー ロ ッパ 人権裁
判 所 の 「評価 の 余 地 」理 論 で あ る。 これ につ い ては江 島 晶 子 「ヨー ロ ッパ 人
権 裁 判所 にお け る 「評 価 の余 地」 理論 の 新 たな発 展」 前掲 註(2>参 照。
(5)各 国 の 具体 例 につ いて は 、C£AndrewDrzemczewskiandJensMeyer-
Ladewig,PrincipalCharaeteristicsOftheNewECHRControlMechanism
asEstab]ishedbyProtocolNo.11,SignedonllMay1994,15H.R.L.J.81,
at82(1994).国内法 の 改正 は刑事 手続 の改正 が中心 で あ るが 、非嫡 出子 と嫡 出
子の 区別 をな くす 民法 の 改 正(ベ ル ギ ー)、通信 の秘密 に関す る法 改 正(フ ラ
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ECに お け る基本 的 人 権 につ い て は江 島晶子 「ヨー ロ ッパ 人権 条約 お よ び





その後 、 第9議 定書 で 、裁 判所 へ の個 人 の付託 権 を肯 定。
6H。R.L.J.97(1985).
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正 版 に つ い て はCf.Par}iamentaryAssemblyoftheCouncilofEurope,
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Id.at377-8.これ は 、 現 委 員 会 の 委 員 の 見 解 で あ る の で 、 実 態 に 精 通 し て
い る とい う点 で は評 価 す べ き と ころ が あ る一 方 、 現 委 員 の見 解 と して割 り引
い て考慮 すべ き点 もあ る。
(81)Id.at378-9.
(82)Id.at380。
(83)Id.at378-9,380.この 見解 に よれ ば 、現状 の制 度 を尊重 しなが ら、ゆ っ く
りと制 度 改 善 をは か るべ きで あ る とす る 。現 在 の 委 員 会 で も、 ス タ ッ フを増




(87)新 しい 制 度 が動 き出す まで の タ イム テ ー ブ ル と して 、Recommendation
1194,supranote31,at49.
[付記]本 稿 は平成 六年度の文部省科学研究費奨励研究(A)に よる研究成果の
一部である。
[追記]本 稿脱稿後 、小畑 郁 「(資料)監 督機構 を再構成 するヨーロ ッパ人権
条約 の改正議定書お よび説明報告書」 金沢大学37巻1号、1994年を目にする
ことがで きた。 ヨーロ ッパ 人権条約第11議定所の説明報告書(本 稿註(7)の
文献)抄 訳である。今回の改正の背景 ・意味、第ll議定 書の具体的内容 を明
らかにする資料 として非常 に興味深い。'
